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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　可用性情報を公開カレンダーから引き出すために計算デバイス上で実行される方法であ
って、
　公開カレンダーのソースを決定するステップと、
　前記ソースから前記公開カレンダーを引き出すステップと、
　前記公開カレンダーを引き出すアプリケーションによって維持されるカレンダーのフォ
ーマットに一致するように、前記公開カレンダーを定式化するステップと、
　マッピング・エンジンを実行して、前記公開カレンダーによって採用されたステータス
記述を評価し、前記ステータス記述を、前記アプリケーションによって維持される前記カ
レンダーにおける対応するステータスにマッピングするステップと、
　前記定式化されたカレンダーを、前記アプリケーションによって維持される連絡先にリ
ンクするステップと、
　前記公開カレンダーにおける日程計画のために、前記公開カレンダーを維持するサービ
スへ前記リンクされたカレンダーを提示するステップと、
　を含む、方法。
【請求項２】
　前記公開カレンダーを定式化するステップは、前記公開カレンダー内におけるユーザー
・ステータスを、前記公開カレンダーを引き出した前記アプリケーションによって維持さ
れるカレンダー内におけるユーザー・ステータスに割り当てるステップを含み、前記ユー
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ザー・ステータスは、予定なし、予定あり、未定、外出、および外部連絡可能の１組から
の１つを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記フォーマットされたカレンダーを前記連絡先にリンクするステップは、
　前記公開カレンダーの所有者の識別子情報を判定するステップと、
　前記識別子情報を前記連絡先と照合するステップと、
　を含む、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記公開カレンダーを引き出すステップは、
　前記公開カレンダーのユニフォーム・リソース・ロケーター（ＵＲＬ）アドレスを判定
するステップと、
　前記公開カレンダーをホストするウェブ・サーバーのＵＲＬアドレスから、前記公開カ
レンダーをダウンロードするステップと、
　を含む、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記公開カレンダーを引き出すことに失敗したとき、
　　ウェブ・カレンダー・サービス・プロバイダーから前記公開カレンダーをダウンロー
ドする許可を要求するステップと、
　　前記公開カレンダーに対するアクセスを確立するステップと、
　　前記公開カレンダーをダウンロードするステップと、
　を更に含む、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　可用性情報を公開カレンダーから引き出すための計算デバイスであって、
　命令を格納するように構成されたメモリーと、
　前記メモリーに結合されたプロセッサーであって、前記メモリーに格納された前記命令
と連携してアプリケーションを実行する、プロセッサーと、
　を備え、前記アプリケーションは、
　公開カレンダーのソースを決定し、
　前記ソースから前記公開カレンダーを引き出し、
　前記公開カレンダーから、前記公開カレンダーに関連する１つまたは複数の連絡先の場
所およびカレンダー・イベント記述を含む、カレンダー情報を引き出し、
　前記公開カレンダーからユーザー・ステータス情報を抽出し、
　前記公開カレンダー内におけるユーザー・ステータスを前記アプリケーションによって
維持されるカレンダー内におけるユーザー・ステータスに割り当てることによって、前記
公開カレンダーをカレンダー・モジュールにおいて定式化し、前記ユーザー・ステータス
は、予定なし、予定あり、未定、外出、および外部連絡可能の１組から選択された１つを
含み、
　　前記公開カレンダーの所有者の識別子情報を判定し、
　　前記識別子情報を前記連絡先と照合する、
　ことによって、前記定式化されたカレンダーを連絡先にリンクし、
　日程計画のために、前記公開カレンダーからプライバシー・データーを除去して匿名で
、前記リンクされたカレンダーを提示する、
　ように構成される、計算デバイス。
【請求項７】
　前記連絡先に関連付けられた他の公開カレンダーを他のソースから引き出すように更に
構成される、請求項６に記載の計算デバイス。
【請求項８】
　前記リンクされたカレンダーと前記他の公開カレンダーとの間の食い違いを評価するた
めに、判断エンジンを実行し、
　前記他の公開カレンダーからの最新情報の決定時に、前記連絡先のステータスを、前記



(3) JP 6185488 B2 2017.8.23

10

20

30

40

50

他の公開カレンダーからのステータス情報で上書きする、
　ように更に構成される、請求項７に記載の計算デバイス。
【請求項９】
　可用性情報を公開カレンダーから引き出すための命令が格納されたコンピューター読み
取り可能メモリー・デバイスであって、前記命令は、
　公開カレンダーのウェブ・カレンダー・サービス・プロバイダーを決定し、
　前記ウェブ・カレンダー・サービス・プロバイダーから前記公開カレンダーを引き出し
、
　前記公開カレンダーを引き出すことに失敗したとき、
　　前記ウェブ・カレンダー・サービス・プロバイダーに許可を要求し、
　　代わりの方法を使用して、前記公開カレンダーをダウンロードし、
　前記公開カレンダーからユーザー・ステータス情報およびプライベート・ユーザー情報
を抽出し、
　前記公開カレンダーを引き出したアプリケーションによって維持されるカレンダーのフ
ォーマットと一致するように、前記公開カレンダーを定式化し、
　マッピング・エンジンにおいて、前記公開カレンダーによって採用されたステータス記
述を評価し、前記ステータス記述を、前記アプリケーションによって維持される前記カレ
ンダーにおける対応するステータスにマッピングし、
　　前記公開カレンダーの所有者の識別子情報を決定し、
　　前記識別子情報を連絡先と照合することによって、
　前記定式化されたカレンダーを、前記アプリケーションによって維持される連絡先にリ
ンクし、
　日程計画のために、前記リンクされたカレンダーを提示し、
　前記公開カレンダーからの最新情報の決定に基づいて、前記連絡先のステータスを前記
公開カレンダーからのステータス情報で更新する
　ことを含む、コンピューター読み取り可能メモリー・デバイス。
【請求項１０】
　前記命令は、前記公開カレンダーにおける日程計画のために、前記フォーマットされ予
定が立てられたカレンダー・イベントを前記公開カレンダーに送信することを更に含む、
請求項９に記載のコンピューター読み取り可能メモリー・デバイス。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　[0001]　インスタント通信、オーディオ／ビデオ会議、データー交換、ホワイトボード
共有セッション、およびこれらに相当するものは、常に発展しつつある計算技術およびネ
ットワーキング技術の特徴であり、ビジネス・エンティティが要求に対して一層適した作
業環境を提供するために分散化(decentralize)することを可能にする。また、作業環境の
分散化は、従業員がクライアントの場所からクライアントをサポートすることを可能にす
ることによって、従業員およびクライアントにも恩恵を与える。
【０００２】
　[0002]　最近のシステムは、ユーザーのプロセスを、独立してホストされたソリューシ
ョン(solution)に導く。現行のオンライン・ソリューションは、過去には旧式のデバイス
特定アプリケーションによって頻繁に提供されていた多数のサービスを提供する。オンラ
イン・アプリケーションのような分散化ソリューションは、可用性を高めデーター損失の
危険性を最小限に留める。オンライン・カレンダー・アプリケーションは、ユーザーが彼
らの日程を種々の場所から多数のデバイスを使用して管理することを可能にする。しかし
ながら、既存のおよび今後のソリューションによってこのようなアプリケーションの能力
を拡大するには、多数の課題が生ずる。移動体デバイス統合世界では、静的アプリケーシ
ョンは、移動体デバイスによって提供される生データーに対処するときに、困難が生ずる
(have a difficult time)。オンライン・カレンダー・アプリケーションのような静的ア
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プリケーションは、日程計画機能性を超えて拡大するのは希であり、常に変化し続ける移
動体ソリューションの要求を満たすことができない。
【０００３】
　[0003]　従来のシステムでは、ユーザーが彼らの組織外部にいる誰かに可用性情報を要
求すると、この要求は通例応じられず、ユーザーは単にプレースホルダーまたはエラー・
メッセージを見るだけとなる。ときには、要求には応じられず、特定のユーザーにはカレ
ンダー情報は入手できないことを、１つ以上のキャラクタまたはアイコンが表すこともあ
る。これは、ユーザー体験を損なう可能性があり、ユーザーは、招待されたユーザーが会
議に出られるか(available)否か、電話、電子メール、またはテキスト・メッセージとい
うような他の手段によって判断しなければならない場合もある。このように、会議の予定
を立てるためにカレンダーを使用すると、一層複雑になり、別個のシステムにおけるユー
ザーにとっては時間が長引く可能性がある。
【発明の概要】
【０００４】
　[0004]　この摘要は、詳細な説明において以下で更に説明する概念から選択したものを
、簡略化した形態で紹介するために設けられている。この摘要は、特許請求する主題の主
要な特徴や必須の特徴を特定することを意図するのではなく、特許請求する主題の範囲を
判断するときに補助として用いられることを意図するのでもない。
【０００５】
　[0005]　実施形態は、公開カレンダーから可用性情報を引き出すことを目的とする。実
施形態によれば、アプリケーションが公開カレンダーをカレンダー・サービス・プロバイ
ダーから引き出すことができる。サービス・プロバイダーは、ウェブ・ベース・カレンダ
ー・アプリケーションをホストする、ウェブ・サーバーであってもよい。アプリケーショ
ンは、公開カレンダーを定式化することができる。この定式化は、ユーザー・ステータス
状態を、公開カレンダーから引き出されたステータス情報に割り当てることを含んでもよ
い。この後、アプリケーションは、定式化されたカレンダーを連絡先(contact)にリンク
することができる。アプリケーションは公開カレンダーからの識別子情報を、連絡可能連
絡先リスト(available contact list)と照合することができる。次いで、アプリケーショ
ンは、リンクされたカレンダーを日程計画(scheduling)のために提示することができる。
【０００６】
　[0006]　これらおよびその他の特徴ならびに利点は、以下の詳細な説明を読み、添付図
面を調べることによって明白になるであろう。尚、以上の一般的な説明および以下の詳細
な説明は双方とも、説明のためであり、特許請求される態様を限定しないことは言うまで
もない。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】図１は、実施形態にしたがって、アプリケーションが可用性情報を公開カレンダ
ーから引き出すことができる、ネットワーク接続環境を示す。
【図２】図２は、実施形態にしたがって可用性情報を公開カレンダーから引き出すプロセ
スを設定する流れ図を示す。
【図３】図３は、実施形態による公開カレンダーのユーザー・インターフェース例を示す
。
【図４】図４は、実施形態によるシステムを実現することができる、ネットワーク接続環
境を示す。
【図５】図５は、実施形態を実現することができる、計算動作環境の一例のブロック図で
ある。
【図６】図６は、実施形態にしたがって可用性情報を公開カレンダーから引き出すプロセ
スの論理流れ図を示す。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
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　[0013]　以上で端的に説明したように、アプリケーションは公開カレンダーから可用性
情報を引き出すことができる。アプリケーションは公開カレンダーを引き出すのでもよい
。公開カレンダーは、カレンダー・サービス・プロバイダーによってホストされるウェブ
・アプリケーションであってもよい。アプリケーションは、公開カレンダーを定式化する
ことができる。定式化は、カレンダー所有者のステータス情報を、予定なし(free)および
予定あり(busy)を含むユーザー・ステータス情報に変換することを含んでもよい。その後
、アプリケーションは、定式化されたカレンダーを連絡先にリンクすることができる。連
絡先は、アプリケーションに入手可能な連絡先のリストから判定することができる。アプ
リケーションは、カレンダー所有者情報を、連絡先リスト内にある連絡先と照合すること
ができる。次に、アプリケーションは、日程計画のために、リンクされたカレンダーを提
示することができる。以下の詳細な説明では、その一部を形成する添付図面を参照する。
図面には、具体的な実施形態または例が、例示として、示される。本開示の主旨または範
囲から逸脱することなく、これらの態様は、組み合わされてもよく、他の態様が利用され
てもよく、更に構造的変更が行われてもよい。したがって、以下の詳細な説明は、限定的
な意味で捕らえてはならず、本開示の範囲は、添付する特許請求の範囲およびその均等物
によって定められるものとする。
【０００９】
　[0014]　以下の詳細な説明では、その一部を形成する添付図面を参照する。図面には、
具体的な実施形態または例が、例示として、示される。本開示の主旨または範囲から逸脱
することなく、これらの態様は、組み合わされてもよく、他の態様が利用されてもよく、
更に構造的変更が行われてもよい。したがって、以下の詳細な説明は、限定的な意味で捕
らえてはならず、本開示の範囲は、添付する特許請求の範囲およびその均等物によって定
められるものとする。
【００１０】
　[0015]　実施形態は、計算デバイスにおいてオペレーティング・システム上で実行する
アプリケーション・プログラムと併せて実行するプログラム・モジュールという一般的な
コンテキストで説明されるが、他のプログラム・モジュールと組みあわせて態様が実現さ
れてもよいことは、当業者には認められよう。
【００１１】
　[0016]　一般に、プログラム・モジュールは、ルーチン、プログラム、コンポーネント
、データー構造、および特定のタスクを実行するかまたは特定の抽象データー型を実装す
る他のタイプの構造を含む。更に、ハンド・ヘルド、デバイス、マルチプロセッサー・シ
ステム、マイクロプロセッサー・ベースのプログラマブル消費者用電子機器、ミニコンピ
ューター、メインフレーム・コンピューター、およびこれらに相当する計算デバイスを含
む、他のコンピューター・システム構成とでも、実施形態が実施されてもよいことは、当
業者には認められよう。また、実施形態は分散型計算環境において実施することもでき、
この場合、通信ネットワークを通じてリンクされたリモート処理デバイスによってタスク
が実行される。分散型計算環境では、プログラム・モジュールはローカルおよびリモート
双方の記憶デバイスに配置されてもよい。
【００１２】
　[0017]　実施形態は、コンピューター実装プロセス（方法）、計算システム、あるいは
コンピューター・プログラム製品またはコンピューター読み取り可能媒体というような製
造品目として実現することもできる。コンピューター・プログラム製品は、コンピュータ
ー・システムによって読み取り可能であり、コンピューター・プログラムをエンコードす
るコンピューター記憶媒体とすることができる。コンピューター・プログラムは、コンピ
ューターまたは計算システムにプロセス例（１つまたは複数）を実行させる命令を含む。
コンピューター読み取り可能記憶媒体は、非一時的なコンピューター読み取り可能メモリ
ー・デバイスである。コンピューター読み取り可能記憶媒体は、例えば、揮発性コンピュ
ーター・メモリー、不揮発性メモリー、ハード・ドライブ、フラッシュ・デバイス、フロ
ッピ・ディスク、またはコンパクト・ディスク、およびこれらに相当する媒体の内１つ以
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上によって実現することができる。
【００１３】
　[0018]　公開カレンダーは、日程計画サービスをユーザーに提供するウェブ・アプリケ
ーションによって提供されるのでもよい。通信アプリケーションまたは日程計画アプリケ
ーションは、この公開カレンダーに、種々の通信プロトコルを通じてアクセスすることが
できる。種々の通信プロトコルには、セキュア・ハイパーテキスト・トランスファ・プロ
トコル（ｈｔｔｐｓ）、ハイパーテキスト・トランスファ・プロトコル（ｈｔｔｐ）、フ
ァイル・トランスファ・プロトコル（ｆｔｐ）、およびセキュア・ファイル・トランスフ
ァ・プロトコル（ｓｆｔｐ）が含まれる。公開カレンダーは、予定なし、予定あり、未定
(tentative)、およびこれらに相当するものというような、ユーザー・ステータスに対応
する可用性情報を含むことができる。異なるカレンダー・アプリケーションが異なるステ
ータスを採用する場合があるので、可用性情報は、ユーザーのアプリケーション／サービ
スによって採用されるユーザー・ステータスに合わせて定式化することができる。
【００１４】
　[0019]　本明細書全体を通じて、「プラットフォーム」という用語は、公開カレンダー
から可用性情報を引き出すためのソフトウェアおよびハードウェア・コンポーネントの組
み合わせとすることができる。プラットフォームの例には、複数のサーバーにまたがって
ホストされ実行されるサービス、１つの計算デバイス上で実行されるアプリケーション、
およびこれらに相当するシステムが含まれるが、これらに限定されるのではない。「サー
バー」という用語は、一般に、通例ではネットワーク接続環境において１つ以上のソフト
ウェア・プログラムを実行する計算デバイスを指す。しかしながら、サーバーは、ネット
ワーク上においてサーバーと見なされる１つ以上の計算デバイス上で実行される仮想サー
バー（ソフトウェア・アプリケーション）として実現されてもよい。これらの技術および
動作例についての更なる詳細を以下に示す。
【００１５】
　[0020]　図１を参照すると、図１００はネットワーク接続環境を示し、ここでは、実施
形態にしたがって、アプリケーションが公開カレンダーから可用性情報を引き出すことが
できる。線図１００に示す計算デバイスおよび計算環境は、例示を目的とするに限る。実
施形態は、種々のローカル、ネットワーク接続、クラウド・ベース、ならびに種々の計算
デバイスおよびシステム、ハードウェアおよびソフトウェアを採用する同様の計算環境に
おいて実現することもできる。
【００１６】
　[0021]　線図１００に示す環境例では、クライアント・デバイス１０８上で実行される
クライアント・アプリケーション（例えば、日程計画アプリケーション１１０）が、日程
計画アプリケーション１１０のためのユーザー・インターフェースを表示することができ
る。通信サーバー１０２は、カレンダー・サービス・リソースを提供することができる。
サーバー１０２上で実行するアプリケーションが、カレンダー・サービス・リソースを管
理し、日程計画アプリケーション１１０に対する要求時に、日程計画情報を提供すること
ができる。アプリケーションは、種々の実施形態においてサーバー・アプリケーションと
して説明されるが、アプリケーションは１つのクライアント・デバイス上に存在し、クラ
イアント・アプリケーション・ソリューションの一部であってもよい。
【００１７】
　[0022]　カレンダー・プロバイダー１０４は、外部ユーザーにカレンダー・サービスを
提供するウェブ・アプリケーションをホストすることができる。カレンダー・プロバイダ
ーは、オンラインまたはウェブ・カレンダー・サービス・プロバイダーであってもよい。
このアプリケーションは、カレンダー・プロバイダー１０４によって公開されたカレンダ
ーにアクセスし、カレンダー所有者のような外部ユーザーの可用性情報を引き出すことが
できる。可用性情報は、定式化され、連絡先にリンクされ、要求されたときに日程計画ア
プリケーション１１０に転送することができる。
【００１８】
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　[0023]　図２は、実施形態にしたがって公開カレンダーから可用性情報を引き出すプロ
セスを設定する(establish)流れ図を示す。図２００は、アプリケーションが公開カレン
ダーから連絡先の可用性情報にアクセスして引き出すときに実行するプロセス・ステップ
を表示する。連絡先のカレンダーは、外部カレンダー・アプリケーションによって提供さ
れてもよい。アプリケーションは、所定の日程(schedule)に基づいてまたは要求時に、外
部カレンダー・アプリケーションからの可用性情報によって、連絡先の可用性ステータス
をリフレッシュすることができる。
【００１９】
　[0024]　外部カレンダー・アプリケーションが、連絡先のカレンダー要求に対して多数
のサービス２３０を提供することもできる。これらのサービスの１つは、カレンダーをオ
ンラインで公開すること（２０２）であってもよい。カレンダーは、他のユーザーまたは
アプリケーションというような要求元に、ｈｔｔｐ接続を通じてアクセス可能であるとよ
い（２０４）。また、外部カレンダー・アプリケーションが、公開カレンダーを最新に維
持すること（２０６）もできる。また、外部アプリケーションがカレンダーを匿名で公開
すること（２０８）を可能にしてもよい。匿名公開は、連絡先の場所やカレンダー・イベ
ントの説明というようなプライバシー情報を公開カレンダーから除去することができる。
【００２０】
　[0025]　アプリケーションが、外部カレンダー・アプリケーションから公開カレンダー
を引き出すために多数のサービス２４０を提供することもできる。アプリケーションは、
連絡先のステータスを求める要求を、このアプリケーションにアクセスする他のユーザー
から受けることができる。一例は、連絡先の予定なし状態または予定あり状態を尋ねる要
求であってもよい。要求を受けると、アプリケーションは、判断ノード２１２において、
連絡先が公開カレンダーを有するか否か判断することができる。アプリケーションは、連
絡先に対して関連する公開カレンダーがあるか否か判断することができる。また、アプリ
ケーションは、公開カレンダーから可用性を判断することもできる。公開カレンダーが見
つからない場合、アプリケーションは要求拒否(request fail)通知を戻すことができる。
【００２１】
　[0026]　公開カレンダーの検出に成功したとき、アプリケーションはカレンダー情報を
公開カレンダーから引き出すことができる（２１６）。引き出された情報は、予定なし状
態または予定あり状態というような、ユーザー・ステータスを含むことができる。また、
この情報は、連絡先の場所およびカレンダー・イベントの説明というような、個人情報を
含む場合もある。その後、アプリケーションは、公開データーを予定なしまたは予定あり
 というユーザー状態２１８に定式化することができる。アプリケーションは、公開カレ
ンダーから引き出したユーザー・ステータスを、予定なし状態または予定あり状態にマッ
プすることができる。一例では、公開カレンダーからの予定なし情報または外部連絡可能
(remotely available)情報を予定なし状態にマッピングすることを含むのでもよい。他の
例では、公開カレンダーからの予定あり、外出中、または未定情報を、予定あり状態にマ
ッピングするのでもよい。状態マッピングの他の例も可能であってもよい。公開カレンダ
ー情報のマッピングは、以上で説明したものに限定されるのではない。
【００２２】
　[0027]　また、アプリケーションは、以上で示したバイナリー例を超えて、公開カレン
ダー情報を他の状態記述にマッピングすることもできる。一例では、公開カレンダー情報
を、「予定なし」、「外出中」、「未定」、「予定あり」、または「外部連絡可能」とい
うようなユーザー・ステータスにマッピングすることを含むのでもよい。公開カレンダー
情報をユーザー・ステータスにマッピングした後、アプリケーションはユーザー・ステー
タスの通知を送信することができる。一例では、予定なしまたは予定あり連絡先通知の送
信を含むことができる（２２０）。
【００２３】
　[0028]　実施形態によれば、アプリケーションが公開カレンダーをウェブ・カレンダー
・サービス・プロバイダーから引き出してもよい。アプリケーションは、公開カレンダー
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をウェブ・カレンダー・サービス・プロバイダーから、認証ｈｔｔｐｓ接続を介して引き
出すことができる。また、アプリケーションは、公開カレンダーの所有者の識別子情報を
判定し、この識別子情報を連絡先と照合することによって、公開カレンダーを連絡先にリ
ンクすることもできる。
【００２４】
　[0029]　他の実施形態によれば、アプリケーションは、連絡先のプレゼンス情報(prese
nce information)を、リンクされたカレンダーからのユーザー・ステータスで更新するこ
ともできる。あるいは、アプリケーションが、リンクされたカレンダーからのユーザー・
ステータスを、連絡先のプレゼンス情報で更新するのでもよい。一シナリオ例では、アプ
リケーションが連絡先のプレゼンス情報と、リンクされたカレンダーからのユーザー・ス
テータスとを比較して、精度を判定することもできる。アプリケーションは、他方が最新
であると判断したときにも更新することができる。加えて、アプリケーションは、公開カ
レンダーのユニフォーム・リソース・ロケーター（ＵＲＬ）アドレスを判定し、公開カレ
ンダーをホストするウェブ・サーバーのＵＲＬアドレスから、公開カレンダーをダウンロ
ードすることもできる。
【００２５】
　[0030]　更に他の実施形態によれば、アプリケーションが、公開カレンダーを引き出す
ことに失敗したときに、ウェブ・カレンダー・サービス・プロバイダーから公開カレンダ
ーをダウンロードする許可を要求するのでもよい。アプリケーションは、ウェブ・カレン
ダー・サービス・プロバイダーとの接続を確立することによって、公開カレンダーに対す
るアクセスを確立することができる。アクセスに続いて、アプリケーションは、代わりの
方法によって、公開カレンダーをダウンロードすることができる。この代わりの方法は、
カレンダーを引き出すために公開カレンダー・サーバー・プロバイダーに対するｆｔｐま
たはｓｆｔｐアクセスを含むこともできる。
【００２６】
　[0031]　図３は、実施形態による公開カレンダーのユーザー・インターフェース例を示
す。線図３００は、カレンダー・アプリケーションを表示するウェブ・ブラウザー３０２
を示す。
【００２７】
　[0032]　ユーザー例１（３０４）は、多数のカレンダーを有することができ、これらの
カレンダーはウェブ・ブラウザー３０２によって表示することができる。カレンダー例に
は、業務用カレンダーおよび個人的カレンダーが含まれる。カレンダー・アプリケーショ
ンは、タイムスロット３０６にしたがってユーザーのカレンダー・イベントを表示するこ
とができる。タイムスロット３０６は、アプリケーション設定にしたがって予め決定され
てもよく、またはユーザーが調節可能であってもよい。また、カレンダー・アプリケーシ
ョンは、日付けにしたがってユーザー・ステータスを表示してもよい。日付けは勤務日３
０８にしたがって表示されてもよい。各勤務日は、カレンダー・アプリケーションがユー
ザー・ステータス３１０を表示することができるタイムスロットの間におけるユーザー・
イベントを表示することができる。ユーザー・ステータス３１０は、先に論じた予定なし
状態または予定あり状態を超えた、多数の状態を含むこともできる。
【００２８】
　[0033]　実施形態によれば、通信アプリケーションが、ウェブ・カレンダー・サービス
・プロバイダーから、連絡先に関連する公開カレンダーを引き出すこともできる。通信ア
プリケーションは、公開カレンダーをリンク・カレンダー(linked calendar)と統合する
ことができる。これらのカレンダーを統合するために、通信アプリケーションは、マッピ
ング・エンジンを実行して、公開カレンダーによって採用されたステータス記述を評価し
、これらを、通信アプリケーションによって維持されるカレンダーにおける対応するステ
ータスにマッピングすることができる。
【００２９】
　[0034]　他の実施形態によれば、カレンダー所有者についての公開カレンダーから引き
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出された識別子情報が、氏名、電子メール・アドレス、またはユーザーｉｄを含むのでも
よい。加えて、通信アプリケーションが、ｈｔｔｐｓ、ｈｔｔｐ、ｆｔｐ、およびｓｆｔ
ｐ接続を利用して、公開カレンダーを引き出すこともできる。
【００３０】
　[0035]　更に他の実施形態によれば、通信アプリケーションが、クライアント・アプリ
ケーションから、リンク・カレンダーについてのカレンダー・イベント日程計画を受信す
ることもできる。通信アプリケーションは、公開カレンダーのパラメーターにしたがって
、カレンダー・イベント日程計画を定式化することができる。通信アプリケーションは、
定式化されたカレンダー・イベント日程計画を、公開カレンダーを維持するアプリケーシ
ョンまたはサーバーに、公開カレンダーにおける日程計画のために送信することができる
。
【００３１】
　[0036]　図２および図３に示したシナリオ例および方式例は、具体的なコンポーネント
、データー型、および構成で示される。実施形態は、これらの構成例によるシステムに限
定されるのではない。可用性情報を公開カレンダーから引き出すことは、アプリケーショ
ンおよびユーザー・インターフェースにおいてもっと多いコンポーネントまたは少ないコ
ンポーネントを採用する構成においても実現することができる。更に、図２および図３に
示す方式例およびコンポーネント例、ならびにそのサブコンポーネントも、同様に、本明
細書において説明する原理を使用して、他の値でも実現することができる。
【００３２】
　[0037]　図４は、ネットワーク接続環境であり、ここに、実施形態によるシステムを実
現することができる。ローカル・リソースおよびリモート・リソースが、１つ以上のサー
バー４１４または、ホストされたサービスのような、１つのサーバー（例えば、ウェブ・
サーバー）４１６によって提供されてもよい。アプリケーションは、スマート・フォン４
１３、ラップトップ・コンピューター４１２、またはデスクトップ・コンピューター４１
１（「クライアント・デバイス」）というような個々の計算デバイス上のクライアント・
インターフェースと、ネットワーク（１つまたは複数）４１０を通じて通信することがで
きる。
【００３３】
　[0038]　先に論じたように、アプリケーションは可用性情報を公開カレンダーから引き
出すことができる。可用性情報は、ユーザー・ステータス状態に定式化され、連絡先にリ
ンクすることができる。クライアント・デバイス４１１～４１３は、既に論じたように、
リモート・サーバー（１つまたは複数）（例えば、サーバー４１４の内１つ）において実
行されるアプリケーションへのアクセスを可能にすればよい。これらのサーバー（１つま
たは複数）は、直接またはデーターベース・サーバー４１８を介して、関連データーをデ
ーター・ストア（１つまたは複数）４１９から／へ引き出すまたは格納することができる
。
【００３４】
　[0039]　ネットワーク（１つまたは複数）４１０は、サーバー、クライアント、インタ
ーネット・サービス・プロバイダー、および通信媒体のいずれの技術でも含んでもよい。
実施形態によるシステムは、静的トポロジーまたは動的トポロジーを有してもよい。ネッ
トワーク（１つまたは複数）４１０は、企業ネットワークのような安全なネットワーク、
ワイヤレス開放ネットワークのような安全でないネットワーク、またはインターネットを
含んでもよい。ネットワーク（１つまたは複数）４１０は、また、公衆電話交換網（ＰＳ
ＴＮ）またはセルラ・ネットワークというような、他のネットワークを通じた通信を調整
することもできる。更に、ネットワーク（１つまたは複数）４１０は、Bluetooth（登録
商標）または同様のネットワークというような、短距離ワイヤレス・ネットワークを含む
こともできる。ネットワーク（１つまたは複数）４１０は、本明細書において説明するノ
ード間に通信を提供する。一例として、そして限定ではなく、ネットワーク（１つまたは
複数）４１０は、音響、ＲＦ、赤外線、および他のワイヤレス媒体というようなワイヤレ
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ス媒体を含むこともできる。
【００３５】
　[0040]　計算デバイス、アプリケーション、データー・ソース、およびデーター分散シ
ステムの多くの他の構成も、可用性情報を公開カレンダーから引き出すために採用しても
よい。更に、図４において論じたネットワーク接続環境は、例示の目的のために過ぎない
。実施形態は、アプリケーション例にも、モジュール例にも、プロセス例にも限定されな
い。
【００３６】
　[0041]　図５および関連する論述は、実施形態を実現することができる適した計算環境
の端的で総合的な説明を行うことを意図している。図５を参照すると、計算デバイス５０
０のような、実施形態によるアプリケーションのための計算動作環境例のブロック図が示
されている。基本的な構成では、計算デバイス５００は、少なくとも１つの処理ユニット
５０２とシステム・メモリー５０４とを含むことができる。また、計算デバイス５００は
、プログラムを実行するときに協働する複数の処理ユニットを含むこともできる。計算デ
バイスの正確な構成およびタイプに依存して、システム・メモリー５０４は、揮発性（Ｒ
ＡＭのような）、不揮発性（ＲＯＭ、フラッシュ・メモリー等のような）、またはこれら
２つの何らかの組み合わせであってもよい。システム・メモリー５０４は、通例、ワシン
トン州、RedmondのMICROSOFT CORPORATIONからのWINDOWS（登録商標）オペレーティング
・システムのような、プラットフォームの動作を制御するのに適したオペレーティング・
システム５０５を含む。システム・メモリー５０４は、また、プログラム・モジュール５
０６、通信アプリケーション５２２、およびカレンダー・モジュール５２４というような
、１つ以上のソフトウェア・アプリケーションも含むことができる。
【００３７】
　[0042]　通信アプリケーション５２２は、実施形態にしたがって、可用性情報を公開カ
レンダーから引き出すことができる。カレンダー・モジュール５２４は、「予定なし」お
よび「予定あり」というようなユーザー・ステータス状態にしたがって、可用性情報を定
式化することができる。また、カレンダー・モジュール５２４は、連絡先に関連付けられ
た他の公開カレンダーを統合することもできる。公開カレンダーからの最新の可用性情報
が、関連する連絡先のユーザー・ステータス情報を更新するために使用されるとよい。こ
の基本的構造は、図５では、破線５０８内部にあるコンポーネントによって示される。
【００３８】
　[0043]　計算デバイス５００は、追加の機構(feature)または機能性(functionality)を
有することもできる。例えば、計算デバイス５００は、例えば、磁気ディスク、光ディス
ク、またはテープというような、追加のデーター記憶デバイス（リムーバブルおよび／ま
たは非リムーバブル）を含んでもよい。このような追加のストレージは、図５では、リム
ーバブル・ストレージ５０９および非リムーバブル・ストレージ５１０によって例示され
る。コンピューター読み取り可能記憶媒体は、揮発性および不揮発性、リムーバブルおよ
び非リムーバブル媒体を含むことができ、コンピューター読み取り可能命令、データー構
造、プログラム・モジュール、または他のデーターというような、情報の格納のためのい
ずれかの方法または技術で実現される。コンピューター読み取り可能記憶媒体は、一時的
でないコンピューター読み取り可能メモリー・デバイスである。システム・メモリー５０
４、リムーバブル・ストレージ５０９、および非リムーバブル・ストレージ５１０は全て
、コンピューター読み取り可能媒体の例である。コンピューター読み取り可能記憶媒体は
、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、フラッシュ・メモリーまたは他のメモリー技術、ＣＤ
－ＲＯＭ、ディジタル・バーサタイル・ディスク（ＤＶＤ）または他の光ストレージ、磁
気カセット、磁気テープ、磁気ディスク・ストレージまたは他の磁気記憶デバイス、ある
いは所望の情報を格納するために用いることができ計算デバイス５００によってアクセス
することができる他のあらゆる媒体を含むが、これらに限定されるのではない。このよう
なコンピューター読み取り可能記憶媒体はいずれも、計算デバイス５００の一部であって
もよい。また、計算デバイス５００は、キーボード、マウス、ペン、音声入力デバイス、
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タッチ入力デバイス、および相当の入力デバイスというような、入力デバイス（１つまた
は複数）５１２も有することができる。ディスプレイ、スピーカー、プリンター、および
その他のタイプの出力デバイスというような、出力デバイス（１つまたは複数）５１４も
含むことができる。これらのデバイスは、全て当技術分野では周知であり、ここで長々と
論ずる必要はない。
【００３９】
　[0044]　また、計算デバイス５００は、通信接続５１６も内蔵することができる。通信
接続５１６は、本デバイスが、分散型計算環境におけるワイヤレス・ネットワーク、衛星
リンク、セルラ・リンク、および相当のメカニズムを介してというようにして、他のデバ
イス５１８と通信することを可能にする。他のデバイス５１８は、通信アプリケーション
を実行するコンピューター・デバイス（１つまたは複数）、記憶サーバー、および相当す
るデバイスを含むこともできる。通信接続（１つまたは複数）５１６は、通信媒体の一例
である。通信媒体は、搬送波のような変調データー信号または他の伝達メカニズムにおい
て、その中に、コンピューター読み取り可能命令、データー構造、プログラム・モジュー
ル、または他のデーターを含むことができ、あらゆる情報配信媒体を含む。「変調データ
ー信号」という用語は、その信号内に情報をエンコードするようなやり方で、その特性の
１つ以上が設定または変更された信号を意味する。一例として、そして限定ではなく、通
信媒体は、有線ネットワークまたは直接有線接続というような有線媒体と、音響、ＲＦ、
赤外線、および他のワイヤレス媒体というようなワイヤレス媒体とを含む。
【００４０】
　[0045]　また、実施形態例は方法も含む。これらの方法は、本文書において記載された
構造を含む、いずれの数の方法でも実現することができる。このような方法の１つは、本
文書において記載されたタイプのデバイスの機械動作(machine operation)によって行わ
れる。
【００４１】
　[0046]　他の随意選択の方法は、前述の方法の個々の動作の内１つ以上を、一部を実行
する１人以上の人間の操作者と共に実行することである。これらの人間の操作者は一緒に
いる必要はなく、各々が、プログラムの一部を実行する装置を有するだけでよい。
【００４２】
　[0047]　図６は、実施形態にしたがって、可用性情報を公開カレンダーから引き出すプ
ロセスの論理流れ図を示す。例の中では、プロセス６００は、通信アプリケーションまた
は日程計画アプリケーションによって実現されてもよい場合もある。
【００４３】
　[0048]　プロセス６００は、動作６１０から開始することができ、ここで、アプリケー
ションは公開カレンダーを引き出すことができる。アプリケーションは、カレンダー・ア
プリケーションとｈｔｔｐｓ接続を確立し、カレンダーをダウンロードすることができる
。動作６２０において、アプリケーションは公開カレンダーを定式化することができる。
アプリケーションは、ユーザー・ステータス情報を公開カレンダーから抽出し、この情報
を、「予定なし」または「予定あり」というようなユーザー・ステータス情報に割り当て
ることができる。次に、動作６３０において、アプリケーションは、定式化したカレンダ
ーを連絡先にリンクすることができる。アプリケーションは、カレンダー所有者の識別子
情報を、アプリケーションの連絡先リスト内にある連絡先と照合することができる。アプ
リケーションは、動作６４０において、日程計画のために、リンクされたカレンダーを提
示することができる。
【００４４】
　[0049]　実施形態では、判断エンジンが、リンクされたカレンダーと公開カレンダーと
の間の食い違いを評価するために使用されるとよい場合もある。公開カレンダーからのス
テータス情報による連絡先のステータスは、公開カレンダーからの最新情報の決定時に、
更新するとよい。
【００４５】
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　[0050]　実施形態は、通信モジュール、メモリー、およびプロセッサーを含む計算デバ
イスにおいて実現されるのでもよく、この場合プロセッサーが、メモリーに格納された命
令と合わせて、以上で説明した方法またはそれに相当するものを実行する。他の実施形態
は、以上で説明した方法または同様なものを実行するために、命令が格納されたコンピュ
ーター読み取り可能記憶媒体として実現することもできる。
【００４６】
　[0051]　プロセス６００に含まれる動作は、例示を目的とするに限る。可用性情報を公
開カレンダーから引き出すことは、ステップがそれよりも少ないまたは多い同様のプロセ
スによって実現することもでき、更に本明細書において説明した原理を使用して異なる動
作順序でも実現することができる。
【００４７】
　[0052]　以上の明細書、例、およびデーターは、実施形態の構成(composition)の製造
および使用について、完全な説明に配慮する。構造的特徴および／または方法論的動作に
特定的な文言で、主題について説明したが、添付した特許請求の範囲に定められている主
題は、必ずしも、前述した特定の特徴や動作には限定されないことは言うまでもない。逆
に、前述した特定の特徴および動作は、特許請求の範囲および実施形態を実現する形態例
として開示したのである。

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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